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陳丹舟氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程に在籍する大学院生・陳丹舟氏は、早稲田大
学学位規則第７条第 1項に基づき、2012 年 1 月 23 日、その論文「中国反壟断法（独占禁止
法）におけるカルテル規制と社会主義市場経済―産業政策と競争政策の『相剋』―」を提
出し、博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を
受け、本論文を審査してきたが、2012 年 6 月 13 日、審査を終了したので、ここにその結果
を報告する。 
 
１ 本論文の構成と内容 
（１）本論文の構成 
 本論文は、中国が社会主義的市場経済に移行した後、どのような理念に基づいて反壟断
法（独占禁止法）を制定したか、特にそのカルテルに関する法制度とカルテル規制法の執
行に産業政策と競争政策の対立と相克がどのように反映しているかを明らかにすることを
目的とするものであり、「序章」、「第一章 中国における競争法体系の構築―独占の概念を
題材として」、「第二章 中国における産業政策、競争政策と競争立法」、「第三章 原則禁
止主義と弊害規制主義」、「第四章 横の協定と縦の協定」、「第五章 適用免除」、「第六章 
当然違法の原則と合理の原則」、「第七章 規制機関」、「第八章 カルテル事例」および「終
章」から構成される。 
 
（２）本論文の内容 
「序章」では、本論文の研究課題や問題意識が述べられている。すなわち、本論文の研
究課題は、第１に、従来、社会主義国家には無縁と考えられていた独占禁止法が社会主義
的市場経済に移行した後の中国において、どのような背景の下に、いかなる法理念に基づ
いて制定されたか、特に競争法先進国の法制と比較して、どのような特徴や相違点がある
か、さらに実効的な執行が期待できるかを探ることである。第２に、中国における産業政
策と競争政策の対立と相克が、反壟断法をはじめとする競争関係立法とその執行にどのよ
うな影響を与えたか、特に反壟断法におけるカルテル規制は、競争政策と産業政策の対立
の下で、どのような原理に基づいて制度化されたと評価できるかを検討することであると
されている。 
 
「第一章 中国における競争法体系の構築―独占の概念を題材として」では、中国の経
済改革と経済法学の発展過程、競争関係法制度の生成・発展過程およびその体系的構造が
概観されるとともに、独占という新しい法概念に対する認識の変化によって、競争法体系
の構築に大きな影響が生じたことが指摘されている。市場における自由競争の維持・促進
に対する関心が薄く、統制・管理型経済秩序に親近感をもついわゆる広義説は、不正競争
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の概念を広く捉えて、独占を不正競争の一形態と理解し、1990 年代前半までは通説的位置
を占めた。この広義説の影響を受けて、1993 年に反不正当競争法が制定されたが、その直
接目的は「事業者の適法な権益の保護」であり、競業者たる事業者（競争者）の保護を通
じて、経済秩序を維持し、管理することであった。これに対して、二分説は独占とは競争
制限であり、独占行為を規制する目的は市場メカニズムを保護することであって、独占と
不正競争は異質であるから、反不正当競争法と反壟断法とを分けて立法すべきであると主
張した。1990 年代中葉以降、市場経済化の進展とともに、二分説は次第に通説的地位を占
め、反壟断法の立法過程を主導するようになる。2007 年に制定された反壟断法は「競争の
排除若しくは制限」を同法の効果要件とし、これを満たす行為を禁止することによって、
競争を保護することを直接目的としており、反不正当競争法との区別が明確になった。 
 
 「第二章 中国における産業政策、競争政策と競争立法」は、社会主義的市場経済にお
ける産業政策と競争政策の対立と相克が生じる原因、態様を考察した上、競争関係立法へ
の影響を検討するものである。中国政府が進めている社会主義的市場経済は、経済システ
ムの枠組みにおいては、欧米や日本などの資本主義諸国の市場経済システムに類似してき
ているが、公有制の主体的地位および共産党の一党支配を堅持している点において特徴的
である。国家は市場に対するマクロ・コントロールを通じて、資本主義的市場経済にはみ
られないほどの経済過程に対する介入を行うことができ、このことは旧計画経済体制の制
度的慣性と相俟って、市場への積極的な介入を肯定する発想を残存させている。この国家
の市場に対するマクロ・コントロールの手段として、産業政策が重視されている。一方、
市場経済への移行が市場メカニズムの作用する範囲を拡張し、政府の管理範囲を縮小させ
ていくにつれて、競争政策も徐々に台頭し、産業政策と衝突するようになった。1990 年代
以降、経済政策の策定あるいは経済法・競争法の制定に際して、産業政策と競争政策のい
ずれを優先すべきかについて、産業政策優先説と競争政策優先説はしばしば対立するよう
になった。改革開放以来、中国の経済政策全般において、産業政策は最も強力で中心的な
政策であった。これに対し、競争政策は極めて弱い立場にあり、多くの場合、産業政策に
従属するとさえ考えられてきた。このような状況は、反不正当競争法と価格法の立法過程
にも反映していた。しかし、90 年代後半から状況は変わった。1997 年のアジア金融危機の
勃発によって、政府による強力な介入と産業政策を重視する東アジア諸国の経済体制上の
問題が次々に露になり、中国においても産業政策重視説に一定の打撃を与えた。また WTO
への加盟（2001 年）は、競争政策の影響力拡大に大いに寄与した。それまで抑えられてい
た競争政策が次第にその影響力を増大させるようになり、停滞していた反壟断法の立法作
業も次第に活発化した。競争政策優先説の立場に立つ二分説の主導の下で成立した反壟断
法は、競争そのもの（または市場メカニズム）に対する保護が同法の直接目的と考えられ
ている。 
このように中国における競争関連法制の発展は、競争者の保護から競争の保護に、管理
4 
 
型経済秩序から自由競争秩序に、「統制型競争法制」から「市場モデル型競争法制」にそれ
ぞれ推移するというかつて東アジア諸国が経験した発展段階と類似している。ただし、反
壟断法は、概ね「市場モデル型競争法制」に属するとはいえ、主要国の競争法と比べると、
産業政策の影響が相当程度、染み込んでいるという特徴がある。それは、漸進的経済改革
における産業政策と競争政策の対立と相克の中で制定された法律であるがゆえの母斑のよ
うなものというべきである。 
 
 「第三章 原則禁止主義と弊害規制主義」は、反壟断法における独占的協定（カルテル）
の規制が「原則禁止主義」か、それとも「弊害規制主義」かについて検討するものである。
カルテルは本質的に競争制限ないし市場統制等の弊害をもつから原則として禁止すべきだ
と考えるのが「原則禁止主義」であり、自由主義経済を志向する立場に立つ。これに対し、
カルテルの存在あるいは結成を否定せず、経済的、社会的な弊害をもたらす場合にのみ規
制する必要があるとするのは「弊害規制主義」と呼ばれ、国家による積極的介入に親和的
な考え方である。本章は、主として、①カルテル禁止の有無、②登録制の採否、③弊害要
件に関する立証責任、④カルテルの私法上の効力という、「原則禁止主義」と「弊害規制主
義」を区別できる四つの点について、各法案の時系列的な変化と学説を検証し、反壟断法
におけるカルテル規制は「原則禁止主義」に基づくものであるとする。しかし、この「原
則禁止主義」の導入については、十分な議論は行われておらず（産業政策支持論は弊害規
制主義を導入すべきであるとする意見を主張しなかった）、コンセンサスによる結果とは言
えない。この「原則禁止主義」と「弊害規制主義」の導入をめぐる日本とドイツの経験は、
中国に大きな示唆を与える。すなわち、占領政策の一環として、米国などの連合国の占領
下に独禁法（ドイツでは競争制限禁止法）を制定した点で、日本と旧西ドイツは同じであ
るが、「原則禁止主義」と「弊害規制主義」について十分かつ慎重な議論を行い、コンセン
サスが得られた否かによって、その後の両国のカルテル規制や独禁法の執行には対照的な
結果がもたらされた。日本とドイツのこの経験から、中国に対する示唆として、次の三点
が指摘される。第一に、カルテル規制を含む反独占立法の制定に際して、自国の経済社会
の伝統と現実を客観的に認識し、堅実な反独占思想を育成することが最も肝要であること。
第二に、立法時に先進国の法制度を参照する必要があるが、単に形式的にこれを導入する
のみでは足りず、原理原則を深く理解し、掘り下げた論議を行った上で、立法に関するコ
ンセンサスを得ることが重要であること。第三に、現実の実効性を考慮に入れた柔軟性の
ある制度設計も非常に重要であることである。これらの点からみれば、中国カルテル規制
が「原則禁止主義」を受け入れたことは、十分な論議を経たものとはいえず、日本などの
国の経験に照らせば、今後の執行過程において、さまざまな反発や骨抜き的な執行が行わ
れる恐れがあるというべきである。 
 
 「第四章 横の協定と縦の協定」は、反壟断法におけるカルテル規制が、水平的協定と
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垂直的協定を明確に区別していることを明らかにし、そのように区別される意義と問題点
について検討するものである。まず主要国の競争法のカルテル規制制度を、①欧米型、②
旧ドイツ型、③日本型という三タイプに分け、それぞれの規制範囲の広狭、規制の厳格さ
に差異があることが指摘される。反壟断法の立法過程において、学説も各法案の分類も、
概ねこの三つのタイプに対応しているが、制定法では旧ドイツ法の横の協定と縦の協定を
区別する立法形式を取り入れたことが明らかにされている。その意義については、「列挙協
定」を明示することによって、ルールの明確化と規制の効率性を図ることができる一方、
縦の協定に対する規制が消極化する可能性があるという点が指摘される。さらに、この旧
ドイツ法の形式の導入については、産業政策派と競争政策派の間に対立する論争がほとん
ど見られなかったが、その理由としては、第一に競争政策優先説の立場から見れば、（再販
売価格維持行為を除く）多くの垂直的協定が経済効率の向上・競争促進効果を有するので、
寛容的な態度を取るべきであると考えられたこと、第二に産業政策優先説の観点からすれ
ば、縦の協定には垂直的統合による産業集中度の向上、企業の系列化による効率性の向上
への寄与、国際的な競争力を有する企業の育成というメリットがあるので、垂直的協定を
禁止すべきでないと考えられたことである。結局、競争政策の視点からも産業政策の視点
からも、理由付けこそ異なるものの、縦の協定に対し寛容な態度をとるべきであるという
点については一致したことが背景的理由として存在すると指摘されている。 
 
 「第五章 適用免除」は、カルテルに対する反壟断法の適用免除と適用除外の区別、お
よびその意義について検討する。まず日本の独占禁止法における適用除外制度、とりわけ
後退的適用除外制度が導入された背景やその性格づけ、その後の適用除外規定の整理・縮
小の歴史的経緯が紹介され、整理されている。これを踏まえて、中国に有益な示唆が３点
指摘される。第一に、一定の発展段階において適用除外や適用免除は、新しい法制度導入
による衝撃を緩和し、独禁法を定着させる役割があるから、経済体制改革途上の中国にと
って、現実に適合的で柔軟な制度が必要であること。第二に、適用除外制度の濫用や競争
政策の骨抜きを防止し、カルテル規制の実効的な運用を確保するため、適用除外・適用免
除の範囲を必要最小限に抑え、その基準を明確化するなどの制度設計が極めて重要である
こと。第三に、経済発展とともに、適用除外・適用免除の範囲を絶えず見なおし、縮小さ
せる必要があることである。本章ではまた、①適用免除と適用除外に関する学説、②適用
免除の対象範囲（不況カルテル、輸出入カルテル、国務院規定カルテル）、③適用免除の要
件、④事前規制と事後規制という 4 つの視角から、法案の変遷、学説論争などが産業政策
と競争政策の対立と関連づけて検討されている。すなわち、競争政策重視の立場に立つ適
用免除重視説と産業政策重視の立場に立つ適用除外説という二つの学説の対立が見られた
が、両説は、主に①反壟断法の適用除外・適用免除制度の性格づけや対象範囲、②規制方
法および立証責任の点において異なる。適用免除重視説は、立法過程において、主導的な
地位を占め、自然独占・公益事業に関する適用除外の条文を削除させるなどによって、産
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業政策重視の適用除外説を抑えて、適用除外の範囲を（知的財産と農業に関する適用除外
に）狭く限定することに成功した。 
さらに適用免除の対象範囲については、国際標準から外れた規定ではないかと指摘され
た不況カルテル、輸出入カルテル、国務院規定カルテルという三つのカルテル適用免除類
型に絞って検討対象としている。不況カルテルについては、反対意見がほとんど見られず、
必要説が通説であった。その理由については、市場に対する不信感、産業政策の影響、政
府の介入による社会経済安定効果に対する肯定的評価、市場メカニズムが働かない分野が
多いという中国独自の事情などが指摘される。輸出入カルテルの導入については、競争政
策を堅持すべきと主張する懐疑論と産業政策を優先させる許容論が対立した。懐疑論に一
定の配慮や妥協があるものの、結果的には許容論の優位で立法されたと指摘される。国務
院規定カルテルについては、消極意見の反対によって、「主管機関カルテル」から「国務院
規定カルテル」に変更されたが、多くの研究者が指摘するように、「国務院規定カルテル」
そのものは、市場ないし競争政策への不信感と産業政策に対する期待感の表れであるから、
ここでも産業政策は競争政策に優先的位置を占めたとみるべきであるという。 
 
 「第六章 当然違法の原則と合理の原則」では、次のような指摘が行われている。第１
に、競争法先進各国の経験からすれば、「当然違法の原則」と「合理の原則」を区別する実
益は、競争制限効果に関する立証責任の分配を適切に行い、（有益な協調を許容すると同時
に）悪性の強いカルテルを容易に禁止することができる点にあること。第２に、立法過程
において「当然違法の原則」を導入する必要性に関して意見の対立が見られ、最終的に、
競争政策擁護の立場に立つ当然違法必要説は、産業政策優先論の当然違法不要説に勝利し、
制定法には「当然違法の原則」が取り入れられたこと。第３に、全人代の反壟断法に関す
る「立法解説書」や若干の事例（「某県教習所カルテル事件」と「連雲港市生コンカルテル
事件」）における行政機関の執行も、「当然違法の原則」の受け入れに対して積極的姿勢を
示したことが指摘される。 
 
 「第七章 規制機関」では、反壟断法執行機関の設立に関する政府部内の意見や学説の
対立が考察される。すなわち、①独立性を有し権威のある新しい専門機関の設立を主張す
る意見 A、②既存の行政機関内部に相対的な独立性を有する専門機関を設立して、反壟断法
執行権限を付与するべきと主張する意見 B、③分散的な執行体制を主張する意見 Cという三
つの対立する意見があったこと、執行機関の集中、権威、独立の必要性について、積極的
な見解である第一説と消極的な見解である第二説の対立が見られたこと、当初、反壟断法
執行機関が高度的な独立性、権威性、集中性を備える必要があるという意見 A および第一
説の主張が優位にあったが、立法過程の進展とともに、意見 A→意見 B→意見 C、第一説→
第二説という変転があったことなどが看取される。規制機関の設置については、競争政策
と産業政策の対立という面からみれば、競争政策優先論の敗北であり、現実主義の勝利で
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ある。本章の規制機関の設置に関する考察によれば、現段階における反壟断法の執行体制
は、市場より政府（競争政策より産業政策）を重視する傾向が認められるという結論が得
られるとされる。 
 
 「第八章 カルテル事例」では、経済改革以降の 26 件の代表的カルテル事例が４つの時
期に分けて検討されている。初期（1980 年～1993 年）においては、価格が自由な市場競争
によって形成されるべきであるという意識が乏しく、当時のカルテル行為を評価する基準
は、市場メカニズムに対する侵害の有無ではなく、国家の利益に奉仕するか否かや国の計
画実行の手段となりうるかどうかであった。例えば、1988 年に中国は深刻なインフレに見
舞われたが、それに対処するために行われた「太原市事業者共同値下げカルテル」のよう
な値下げに関する共同行為は政府に賞賛され、その反面、「カラー現像値上げカルテル」の
ような値上げに関する共同行為は国家の物価政策に反するとして強く批判された。また「レ
ンガカルテル事件」にみられるように、市場安定の手段として事業者団体によるカルテル
を積極的に利用しようとするものもあった。 
第二期（1994 年～2000 年）になると、社会主義的市場経済への経済体制の転換が明確と
なった。この時期においても、産業政策は、なお絶対的優位にあったが、競争政策の萌芽
がみられ、これに基づくカルテル規制の執行活動が散見されるようになった。具体的には、
産業政策に関係のない事件（「北京市洗濯機価格カルテル事件」、「某鎮家屋の競売に関する
談合事件」等）について、関係当局は競争・経済関連法令に基づいて規制し始めた。「陳家
などビーフン業者八社による市場分割事件」では、地方政府は地方条例に基づいて、価格
カルテル・市場分割カルテルを規制した。特に、「徐淑華らの入札談合刑事事件」のような
入札談合行為に対して刑事罰を科したケースもあったことは注目に値する。他方、「三輪農
用車価格カルテル事件」、「板ガラス価格カルテル事件」、「カラーテレビカルテル事件」な
ど産業政策にかかわる事件については、競争関連法令による規制がほとんど行われなかっ
た。 
第三期（2001 年～2008 年）では、WTO 加盟や反壟断法立法作業の進展などによって、競
争政策の影響が増大し、競争の保護に着目するカルテル規制も行われるようになった（例
えば、「某県教習所カルテル事件」）。但し、産業政策にかかわる分野（国有企業主導分野も
含む）におけるカルテル行為に対する規制は依然として消極的である（「中国電信と中国網
通による市場分割等協定事件」、「銀行間残高確認手数料に関する共同行為事件」）。また、
外国からのアンチダンピング措置を防ぐための輸出カルテルに関する「嵊州ネクタイ価格
カルテル事件」も注目される。このような輸出価格カルテルは公然と行われたが、それに
対する規制の動きは見られなかった。 
第四期（2009 年～）になると、反壟断法が正式に施行された。カルテル行為を反壟断法
の独占的協定に該当し、違法であると判断した事例もある（「連雲港市生コンカルテル事
件」）。しかし、第三期と同じように、国有企業主導分野や産業政策にかかわる事件（「中航
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信事件」）に対する規制は、依然として消極的であった。また、「緑豆カルテル事件」、「広
西ビーフン価格カルテル事件」、「富陽市製紙協会事件」、「ユニリーバ事件」のような反壟
断法の施行後に行われたカルテル行為に対する法適用として、規制当局は価格法か反壟断
法かという二つの選択が可能であったが、当局は価格法を選択した。規制当局がこのよう
な選択をした理由として、①インフレの早期抑止というマクロ経済政策的考慮、②規制当
局の専門的人員の不足、規制経験の欠如、③計画経済時代の価格に対する直接介入という
手法に慣れていること、④反壟断法における独占的協定規制の立証の困難さ（効果要件の
存在）と価格法の立証面における容易さ（効果要件の不存在）などが考えられる。 
 
「終章」では、論文の冒頭で設定した二つの課題について、結論が示されている。第一
の課題に対する結論は、以下のとおりである。中国の漸進的な経済体制改革において、産
業政策と競争政策の対立と相克の中で起草され、立法された中国の競争関係法は、当然に
両者の対立と相克に大きな影響を受けた。このような影響は概ね２つの段階に分けられる。
すなわち、市場経済が萌芽ないし初期的状態にとどまり、産業政策が絶対的優位にある第
一段階においては、経済秩序に対する管理・監督的な性格の強い、いわゆる統制型競争法
に分類される反不正当競争法と価格法が制定された。次いで第二段階においては、市場経
済が持続的に成長し、競争政策の影響力も次第に拡大してきた。東アジアの国々が経験し
た「統制型競争法」から「市場型競争法」へ移行するという過程に沿って、中国も 1990 年
代末期から「市場型競争法」である反壟断法の立法作業を積極的に推進するようになった。
その結果、反不正当競争法および価格法など、経済秩序管理という性格が強い従来の法律
とは一線を画し、競争そのものを保護する法としての反壟断法が 2007 年に制定された。 
第二の課題に対する結論は、以下のとおりである。社会主義的市場経済自体に産業政策
と競争政策の対立と相克が内包されており、産業政策（特に「計画」マインドの残留）は
依然として大きな影響力を有し続けている。産業政策と競争政策の相克が反壟断法の立法
過程に与えた具体的な影響を、カルテル規制についてみると、①規制機関について、産業
政策重視論に親和的な意見 C（執行権限を既存機関に分散するという見解）が、競争政策重
視論に基づく意見 A（理想的な執行機関の設置を求める見解）および折衷意見の Bを抑えた
結果、既存の三つの執行機関と「議事協調機構」である反壟断委員会という世界では類を
見ない執行体制となった。②カルテル禁止の適用範囲については、「適用除外」ではなく、
「適用免除」の体制を採用したものの、不況カルテル、輸出入カルテル、国務院規定カル
テルという国際的共通認識から外れたと批判されるカルテルの適用免除制度が導入された。
もっとも産業政策優先論は常に優勢であったわけではなく、③当然違法の原則と合理の原
則の対立については、競争政策がその主張を貫徹させた。④縦の協定と横の協定について
は、競争政策重視論は効率促進の面から、産業政策重視論は産業集中度の向上、産業秩序
管理の視点から、（再販売価格維持行為を除いて）両者の見解は接近し、一定の妥協が見ら
れた。⑤原則禁止主義と弊害規制主義については、産業政策優先論による主張はほとんど
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見られず、競争政策優先論寄りの原則禁止主義が採用された。以上を要するに、①と②の
ように、カルテル規制の実際の執行に直接的に関係する部分については、産業政策と競争
政策の対立は激しく、産業政策重視論が優位を占めたとみられる。しかし、③、④のよう
な抽象的な理念に関わる問題については、両者の対立（または産業政策優先論の抵抗）は
さほど激しくなく、⑤のように産業政策がほとんど意見を主張しなかった場合もあったと
されている。 
 
２ 本論文の評価 
 本論文の評価として、第１に指摘すべきは、本論文が中国の計画経済から市場経済への
移行に伴って制定された反壟断法（独占禁止法）の大部分の草案、法案を収集し、カルテ
ルに関する法制度のあり方をめぐる産業政策と競争政策の対立と相克という観点から、詳
細にこれを分析した上、その帰趨を跡付けた労作であるということである。反壟断法に先
立つ反不正当競争法、価格法についても視野に収めた上、反壟断法の 1999 年法案から 2007
年の最終法案までを対象として、上の２つの経済政策の対抗と角逐という視角から中国の
カルテル規制法をここまで詳細に分析した日本語論文は、過去に例をみないものである。
これを検討するための着眼点も、カルテルの原則禁止主義と弊害規制主義、水平的協定と
垂直的協定、適用除外と適用免除の区別、当然違法原則と合理の原則、規制機関の編成な
どであり、極めて適切な選択というべきである。さらに経済改革期以来のカルテル規制の
実例を収集し、紹介･検討しているのであるから、本論文は市場経済移行期以後の中国カル
テル規制の総合的研究ということができる。本論文が評価されるべき最大の特徴はこの点
にある。 
 第２に、本論文が日本の独占禁止法を深く理解し、そこから中国・反壟断法に対する示
唆を引き出している点も評価に値する。特にカルテル当然違法原則や適用免除制度に関す
る示唆は、筆者の日本の独禁法に対する理解の確かさを示している。すなわち、1947 年に
制定された原始独禁法はアメリカを中心とする連合国軍の占領下において極めて厳格なカ
ルテル規制を導入したものの、独立を回復した後に行われた 1953 年の緩和的改正において
大部分のカルテルを外形的に違法としていた４条が削除されるとともに、不況カルテル、
合理化カルテルの制度が導入され、その後も各種のカルテル適用除外立法が制定されたと
いう日本の経験を踏まえて、そこから導かれる中国への示唆として「一方では、立法時に
社会的コンセンサスを得ることなく、理想主義的な独禁法を導入し厳格な規定を設ければ
よいというものではなく、自国の実情に適したカルテル禁止制度でなければならないし、
他方、産業政策への一方的な譲歩ではなく、現在の中国が置かれた条件の下で反壟断法を
実効的に執行し、競争政策を着実に推進できるような法制度でなければならない」と述べ
る点は、日本法への深い理解と柔軟な原則主義とでもいうべき筆者の立ち位置を示すもの
ということができる。 
 第３に、個別的な検討結果にも評価すべき点が多くみられる。第二章では産業政策と競
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争政策の力関係に変化をもたらし、反壟断法の制定を促した重要な要因として、中国の WTO
加盟と産業政策に基づいて政府介入を行ってきた東アジア･東南アジア諸国が 1990 年代後
半に経済危機に陥った結果、その政策的妥当性に疑問が生じたことが指摘されるが、その
分析は説得的である。同時に、終章で述べられているように、その後も中国は、なお国家
主導型経済成長をめざしているという意味で「東アジア経済モデル」を完全には放棄して
おらず、産業政策派が依然として影響力を保ち続けた結果、カルテル原則禁止主義と当然
違法原則の採用等の政策理念レベルでは競争政策の優位が認められるものの、規制機関の
制度設計、不況カルテル、輸出入カルテル、国務院カルテルの適用免除などの法や政策の
具体的執行に直接関係する面では産業政策の優位が認められるとするが、このような結論
にも一定の説得力がある。 
 第八章では、1980 年代前半以降の文献資料等で確認された価格カルテル、数量カルテル、
市場分割協定、入札談合など合計 26 件を対象としてカルテル規制の実施状況が検討されて
いる。その結果、国有企業や産業政策に直接関係するカルテルについては規制されず、非
国有企業によるカルテルであり産業政策上の含意もない事件については規制されるが、そ
の場合でも国家発展改革委員会が反壟断法ではなく価格法を適用するものが大部分である
こと、その理由としてインフレの早期抑制というマクロ経済政策的考慮、規制当局に反壟
断法に精通した専門的人員が不足していること、計画経済時代に支配的であった価格に対
する直接介入という手法に慣れていること、市場効果を要件とする反壟断法の立証上の困
難（これを要しない価格法における立証の容易さ）を挙げるが、いずれも的を射た指摘と
いうべきであろう。 
 そのほか、反壟断法が不公正な取引方法の規制を含まない以上、東アジアでしばしばみ
られる取引上の優越的地位濫用行為やマルチ商法などを規制する必要から反不正当競争法
を廃止すべきでないという現実感覚に富んだ結論を導いている点（第一章）、適用除外と適
用免除という時に混同して用いられる概念について、独禁法の適用の有無や適用範囲の広
狭だけでなく産業政策と競争政策との親和性という観点からも含蓄の深い区別を行ってい
る点（第五章）、事業者の保護と市場メカニズムの保護の区別、直接介入方式と間接規制方
式の差異によって反不正当競争法・価格法と反壟断法とを的確に区別している点（第一章）
なども評価に値する。 
 もっとも、本論文については、以下のような指摘をすることもできる。第１に、産業政
策と競争政策の対立と相克という観点から反壟断法を検討するのであれば、市場支配的地
位濫用規制や企業結合規制は除外できない対象である。本論文は当初からカルテル規制に
おける産業政策と競争政策の相克に限定したため、これらが対象とされなかったのである
が、産業政策と競争政策の対立が支配的地位濫用と企業結合に関する制度や規定にどのよ
うな影響を及ぼしたのかを追究することは、反壟断法全体の制定過程を研究する上で重要
な課題であるはずである。 
第２に、本論文は、第七章において、中国における反壟断法執行機関のあり方を、日本
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の公正取引委員会の設立と比較して論じているが、占領期に新憲法の下で新しい行政機関
を設立することができた日本と、反不正当競争法や価格法があり、これを執行する行政機
関も既に存在していた中国とを直接に比較することには、無理があるのではないかと思わ
れる。また「公取委中心主義」という概念が執行機関の集中性との関係において他の行政
機関を排して公取委が専権的に独禁法の執行を行うという意味で用いられているが、「公取
委中心主義」は通常、私人による独禁法の執行（民事救済）ではなく、公取委による公的
執行が独禁法の運用の中心を占めるという意味で用いられるのであって、若干概念の混乱
があるように思われる。 
 しかし、これらは将来の課題や細部に関する疑問であって、そのために本論文の価値が
損われるものではない。既に述べたように、本論文は、反壟断法に関する大部分の草案、
法案を収集し、産業政策と競争政策の対立と相克という観点からカルテルに関する中国の
法制度の変遷を詳細に分析するとともに、カルテル規制の施行状況を検討するものであっ
て、まさに中国カルテル法の総合的研究というべきものである。しかも、このような課題
の検討が日本の独禁法に対する深い理解の上に行われたことは特筆に値する。 
 
３ 結論 
 以上の審査の結果、後記の委員は、本論文の提出者が課程による博士（法学）（早稲田大
学）の学位を受けるに値するものと認める。 
 
 
 2012 年 6 月 13 日 
 
    主査  早稲田大学 教授                    土田 和博 
        早稲田大学 教授                   岡田 外司博 
        早稲田大学 教授  博士（法学）（早稲田大学）    小口 彦太 
 
 
                     
